






































































































































































































































































収入は 450 億円となり、消費収支は 450 億円－











150 億円となるので、消費収入は 500 億円－
150 億円＝ 350 億円となる。よって消費収支は































授業料等 400 資産 50 基本金 50
設備拡充費 80 現金　 50 負債 0
寄付金 20 　 　 繰越消費収支 50











































授業料等 400 資産 150 基本金 100
設備拡充費 80 負債 50
寄付金 20 　 　 繰越消費収支 0
帰属収入 500 合計 150 合計 150







授業料等 400 資産 150 基本金 150
設備拡充費 80 負債 50
寄付金 20 　 　 繰越消費収支 △ 50
























































資産）は資産 100 億円－負債 0 億円＝ 100 億円
である。また消費収入は 500 億円－ 100 億円＝
400 億円で、消費支出が 400 億円であれば、消
費収支はゼロで均衡する。







授業料等 400 資産 90 基本金 100
設備拡充費 80 現金等 10 負債 0
寄付金 20 　 　 繰越消費収支 0
帰属収入 500 合計 100 合計 100
























2 年目にも同様に 10 億円が減耗するので資産
は 80 億円に減り、累計で 20 億円の現金等を積
むと共に、10 億円の減価償却費を消費支出と
して計上する。よって資産は固定資産の純額
80 億円と現金等の 20 億円であり、基本金は
100 億円で変わらない。以下同様にして、10 年
目にも 10 億円が減耗するので固定資産の純額




































































































































































































われ、2013（平成 25）年 4 月に同基準改正の













18 歳人口が 1992 年の 205 万人から 2012 年に
は 119 万人にほぼ半減し、短期大学が 591 校か
ら 372 校に減る一方で、4 年制大学が 523 校か
ら 783 校へ増えて、競争が激化したこと、入学
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